






 

 

１．身元保証契約とは 

    身元保証契約は、主に、企業が従業員を採用する際に身元保証書を従業員の親族や知人などから 

受領することにより締結されるのが一般的でした。身元保証契約を取り交わすメリットは、 

①スクリーニング機能（自社の採用基準に満たない人材がいないか応募者をふるいにかけること）、 

②従業員の能力・資質の担保、③従業員が問題行為を起こすことの抑止効果、④従業員が会社に 

損害を負わせた際の身元保証人からの債権回収、⑤従業員に何かあった場合の情報収集・情報交換 

に活用することができること、などが挙げられます。 
 
２．令和２年４月施行の身元保証に関連する改正民法の概要 

  改正民法により、令和２年４月以降に締結された身元保証契約は、身元保証人が個人の場合には 

極度額（保証人が負担すべき額の上限）を書面または電磁的記録で明記することが義務付けられ、 

当該記載がない身元保証契約は無効となりました（改正民法４６５条の２、４４６条）。 

このことを踏まえ、現在、大半の企業が極度額を記載する形で身元保証書の書式を変更しています。 

企業の対応を大まかに類型化すると、下記の通りとなります。 

  

   

 

 

 

 

 

「極度額は「〇〇円」などと明瞭に定めなければならない」とされており、今回の改正の趣旨 

（将来的に保証人が想定外の債務を負うことの抑止）をも鑑みれば、ケース②およびケース③に 

ついては、「但し、金〇〇円を上限とする」との一文を追加し、身元保証人が負うべき責任の範囲 

を明確化することが望ましいといえます。 
 

３．極度額を明記することによる実務への影響 

    極度額が明記されることになったことにより、身元保証書に記載された金額にネガティブな印象 

  を持ち、個人の身元保証人が身元保証契約の締結に難色を示すケースが散見されます。採用企業 

  は保証人のなり手が不足している中で、極度額の設定（金額が少な過ぎると実際に従業員が会社 

に損害を負わせた場合に身元保証人に請求ができないため、実効性のある金額にしたいが、他方 

で、身元保証人が負担を感じない極度額とする必要があり、極度額をいくらとするかが悩ましい） 

に苦慮している企業が多いようです。 
 
４．機関保証事業者の台頭と今後の見通し 

   昨今、身元保証契約において、機関保証事業者（保証会社自体が保証を引き受け、その対価として 

   保証委託料を得る業態）が台頭してきています。個人が身元保証人である場合と比べ、従業員が会社 

に損害を負わせた場合には機関保証事業者が代位弁済を行いますので、企業側は債権回収が非常に 

容易になります。核家族化、身元保証人のなり手不足等によって、ますます身元保証書の提供が困難 

になることは明らかです。安定的な事業運営を考えた場合に、従業員の問題行動抑止力としても機能 

してきた身元保証制度を撤廃することには、慎重な判断が必要となります。身元保証を専門に取り扱

う機関保証事業者の利用を含めて、事業体にあった身元保証制度を確立することが急務といえるで 

しょう。 

・ケース① 具体的な金額を記載するケース 

 例「身元保証人の責任は金５００万円を上限とする」 

・ケース② 月収から換算するケース 

 例「身元保証人の責任は月額基本給の６か月分給与を上限とする」 

・ケース③ 年収から換算するケース 

 例「身元保証人の責任は年収の２年分相当額を上限とする」 

（㈱日本法令 ﾋﾞｼﾞﾈｽｶﾞｲﾄﾞ 2022 年 9 月号抜粋） 



「雇用保険法等の一部を改正する法律案」が令和４年３月30日に国会で成立しました。
令和４年４月１日から令和５年３月31日までの雇用保険料率は以下のとおりです。

• 令和４年４月から、事業主負担の保険料率が変更になります。

• 令和４年10月から、労働者負担・事業主負担の保険料率が変更になります。

• 年度の途中から保険料率が変更となりますので、ご注意ください。

＜令和４年度の雇用保険料率＞

負担者

事業の種類

①
労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

② ①＋②
雇用保険料率事業主負担 失業等給付・

育児休業給付の
保険料率

雇用保険二事業
の保険料率

一般の事業 3/1,000 6.5/1,000 3/1,000 3.5/1,000 9.5/1,000

（３年度） 3/1,000 6/1,000 3/1,000 3/1,000 9/1,000

農林水産・
清酒製造の事業 4/1,000 7.5/1,000 4/1,000 3.5/1,000 11.5/1,000

（３年度） 4/1,000 7/1,000 4/1,000 3/1,000 11/1,000

建設の事業 4/1,000 8.5/1,000 4/1,000 4.5/1,000 12.5/1,000

（３年度） 4/1,000 8/1,000 4/1,000 4/1,000 12/1,000

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）

※

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する
事業については一般の事業の率が適用されます。
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○令和４年４月１日 ～ 令和４年９月３０日

負担者

事業の種類

①
労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

② ①＋②
雇用保険料率事業主負担 失業等給付・

育児休業給付の
保険料率

雇用保険二事業
の保険料率

一般の事業 ５/1,000 8.5/1,000 ５/1,000 3.5/1,000 13.5/1,000

農林水産・
清酒製造の事業 ６/1,000 9.5/1,000 ６/1,000 3.5/1,000 15.5/1,000

建設の事業 ６/1,000 10.5/1,000 ６/1,000 4.5/1,000 16.5/1,000

○令和４年１０月１日 ～ 令和５年３月３１日

令和４年度雇用保険料率のご案内

※

（枠内の下段は令和３年度の雇用保険料率）

（赤字は変更部分）




